
景況調査40年の結果に見る建設業の歩み
（１９８１－２０２１）



建設業景況調査40年間（1981-2021）の時系列データ公開
建設業景況調査は、建設省の要請に基づき、前払金保証事業会社三社により、昭和56年（1981年）6月に第１回調査が

行われ、以来、四半期ごとに結果を公表してまいりましたが、令和３年（2021年）6月調査をもって、満40年を迎えるこ
ととなりました。調査に御協力いただいております皆様には、改めまして深く感謝申し上げます。

この間、この調査は、業況、資金繰り、資材・労働力確保の難易など建設業の経済的環境やこれに関する意識について、
その時点における状況や前期との変化を示す指標を、迅速かつ継続的に提供することにより、建設産業政策の基礎的な資料
として、行政その他関係方面において活用されてまいりました。

各回結果公表に当たっては、各指標について、毎回過去10年ないし3年遡り、推移を併せて示してきたところですが、調
査が満40年を迎えたことを機に、主要な項目について、第1回から40年の時系列データとして公開します。

https://www.ejcs.co.jp/report/survey-business-conditions/40-year-history/
「20世紀最後の20年」と「21世紀最初の20年」にわたる40年の建設業の歩みを映し出している情報として御活用いただ

ければ幸いです。

グラフとコメント
上記時系列データによるグラフ（１頁-６頁）と、各種公表データとの対比（７頁-10頁）を掲載するとともに、1981-

1990年（1980年代）、1991-2000年（1990年代）、2001-2010年（2000年代）、2011-2020年（2010年代）の10年
ごとに、その年代の特徴や主なできごとをまとめました（11頁-12頁）。40年間のうち、各年代に示していた水準を集約し、
これと対照させることで、今後の結果分析にも参考として活用することが考えられます（３頁）。

御利用に当たって
以下の点について、御留意をお願いします。

１ 建設業景況調査の調査要領及びB.S.I.（ビジネス・サーベイ・インデックス＝景況判断指数）については、下の《参考》
を御覧下さい。

２ 建設業景況調査は、四半期ごとに今期実績と来期見通しを調査公表していますが、今回のとりまとめは、実績のみを対
象としています。季節的な変動が生じる項目については、各回の結果公表において、過去10年間の結果（実績）を対象
とする季節調整値を示しているところですが、今回、40年間連続した推移として季節調整値（センサス局法Ⅱ（X-12）
による。）をとりまとめたため、各回公表の季節調整値と異なる場合があります。また、調査対象企業は、原則として
固定していますが、40年間通して見れば、やむを得ない一定の入れ替わりが生じています。

３ 《参考》２.にあるとおり、回答企業の意識に基づくB.S.I.の値の正・負は、上昇局面・下降局面（変化の方向）を示す
もので、その「山」「谷」の出現時期は、モデル的には、その事項の量的な「山」「谷」の出現時期に比べ先行すると
されているものです。したがって、B.S.I.の値は、同時点におけるその事項の量的な水準を示すものではありません。



《参考》建設業景況調査について
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上に掲げたB.S.I.値は、⑧⑩⑫⑭を除き、季節調整を行っています。
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②地元建設業界の景気B.S.I.の
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40年の調査結果による「B.S.I.スケール」の抽出
建設業景況調査は、四半期ごとに前期との建設企業の意識の対比を行い、タイムリーに変化を把握す

ることが目的であり、B.S.I.値は変化の傾向を時系列で分かりやすく表示するための指数であって、そ
の値自体が具体の「何か」を表している訳ではありません。

しかしながら、40年の間には、顕著な好況・不況期を含み、そうした時期に示していた特徴的な
B.S.I.値の水準は、将来の調査結果をこれと対照して、状況を分析する参考になるものと考えられます。

このような観点から、各B.S.I.値の変動の幅について、
・各指標の40年間（1981-2020年度）における最高値・最低値と時期
・5年ごとの平均値
・景況認識が集約されていると考えられる②「地元建設業界の景気B.S.I.」において、特徴がみられる
1987年12月から1991年3月までの「バブル景気最盛期」、リーマン･ショックを含む2006-2010年度
の「デフレ再燃期」、2016-2020年度の「受注堅調･収益回復期」に、それぞれ示していた値の範囲

を表示した「B.S.I.スケール」を、例示します（2021年6月結果の分析の例）。
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本頁凡例 1987年12月-1991年3月（バブル景気最盛期）
の値の範囲（上右グラフ参照）

2016-2020年度（受注堅調･
収益回復期）の値の範囲（同左）

2006-2010年度（デフレ再燃
期）の値の範囲（同左）

-3-



1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

90日以下 91日以上120日以下 121日以上150日以下 151日以上180日以下 180日以上

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

19
81

 -
6月

19
81

-1
2 月

19
82

 -
6月

19
82

-1
2 月

19
83

 -
6月

19
83

-1
2 月

19
84

 -
6月

19
84

-1
2 月

19
85

 -
6月

19
85

-1
2 月

19
86

 -
6 月

19
86

-1
2月

19
87

 -
6月

19
87

-1
2月

19
88

 -
6 月

19
88

-1
2月

19
89

 -
6 月

19
89

-1
2月

19
90

 -
6 月

19
90

-1
2月

19
91

 -
6月

19
91

-1
2月

19
92

 -
6月

19
92

-1
2 月

19
93

 -
6月

19
93

-1
2月

19
94

 -
6月

19
94

-1
2 月

19
95

 -
6月

19
95

-1
2 月

19
96

 -
6月

19
96

-1
2月

19
97

 -
6月

19
97

-1
2月

19
98

 -
6月

19
98

-1
2月

19
99

 -
6 月

19
99

-1
2月

20
00

 -
6 月

20
00

-1
2月

20
01

 -
6 月

20
01

-1
2月

20
02

 -
6 月

20
02

-1
2月

20
03

 -
6月

20
03

-1
2月

20
04

 -
6月

20
04

-1
2 月

20
05

 -
6月

20
05

-1
2月

20
06

 -
6月

20
06

-1
2 月

20
07

 -
6月

20
07

-1
2月

20
08

 -
6月

20
08

-1
2月

20
09

 -
6 月

20
09

-1
2月

20
10

 -
6月

20
10

-1
2月

20
11

 -
6 月

20
11

-1
2月

20
12

 -
6 月

20
12

-1
2月

20
13

 -
6月

20
13

-1
2月

20
14

 -
6月

20
14

-1
2月

20
15

 -
6月

20
15

-1
2 月

20
16

 -
6月

20
16

-1
2 月

20
17

 -
6月

20
17

-1
2月

20
18

 -
6月

20
18

-1
2 月

20
19

 -
6月

20
19

-1
2月

20
20

 -
6月

20
20

-1
2月

20
21

 -
6月

手形の平均期間（⑯手形期間別構成比 ）
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※調査協力･回答企業に占める当該期間を回答した企業の割合
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（2000年代）
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（2010年代）
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６％台 ７％台 8%以上 8%台 9%台 10%以上 10%台 11%台 12%以上

短期借入金利（⑮金利水準別構成比）
※調査協力･回答企業に占める当該金利水準を回答した企業の割合

区分は、 1986年12月・ 1993年6月・ 2005年6月に見直し
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収益の減少の理由（⑱減少理由別回答割合）

完成工事高の減少* 発注単価の低下* 人件費の上昇* 下請代金の上昇* 資材価格の上昇*

金利負担の増加* 諸経費の増加* 競争激化* 天候条件（不良）* その他
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収益の増加の理由（⑰増加理由別回答割合）

完成工事高の増加* 発注単価の上昇* 下請代金の低下 資材価格の低下* 金利負担の減少*

諸経費の減少* 施工の合理化* 天候条件（良）* 技術の革新 その他

1993年3月までは、収益性好転の理由

1993年3月までは、収益性悪化の理由
※調査協力･回答企業に占める当該理由を回答した企業の割合（％）

※調査協力･回答企業に占める当該理由を回答した企業の割合（％） -5-

1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

1993年3月まで
右の＊から２つ以内選択

1993年6月から
右から３つ以内選択

1993年3月まで
右の＊から２つ以内選択

1993年6月から
右から３つ以内選択
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経営上の課題（⑲課題別回答割合）

受注の減少* 競争激化* 人手不足* 従業員の高齢化***
人件費の上昇* 下請問題** 下請の確保難*** 下請代金の上昇***
資材の確保難* 資材価格の上昇* 諸経費の増加*** 借入難*
金利負担の増加* 代金回収難* その他***

1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

※調査協力･回答企業に占める当該課題を回答した企業の割合（％）
-6-

1993年3月まで
右の*及び**から３つ以内選択

1993年6月から
右の*及び***から３つ以内選択

《建設業景況調査の経緯》
（調査の開始）

1980（昭和55）年 西日本建設業保証が、西日本地区を対象に「建設業経営動向調査」を実施
1981（昭和56）年 建設省計画局⾧から前払金保証事業会社三社社⾧あて、建設業の受注状況等景況の動向の把握について協力依頼

「建設業景況調査の実施について（依頼）」（5月14日付建設省計建発第122号）
第１回建設業景況調査実施（6月）:4月-6月の実績及び次期の見通し 以降四半期ごとに実施
調査対象企業数（第１回:1981年6月）2,451社

（主な見直し）
1982（昭和57）年 調査対象企業追加（第5回:1982年6月）4,309社
1993（平成５）年 調査対象企業補充（第49回:1993年6月）4,332社 回答選択肢の追加、集計区分の見直し等

（短期借入金利の金利区分については、金利情勢に応じ、1986年12月、1993年6月、2005年6月に見直し）
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参考１：建設投資の増減率との対比
(1)建設投資 (1)a政府建設投資

(1)b民間建設投資 (2)建設業許可業者数

(2)a特定建設業許可業者数

参考１:建設投資の増減率との対比

（「増加」ー「減少」）×1/2 （「増加」ー「減少」）×1/2

（対前年度増減率（％））

（名目値対前年度増減率（％））

（名目値対前年度増減率（％））

（名目値対前年度増減率（％））

（対前年度増減率（％））

建設業景況調査の項目のうち、業況、受注状況や収益に関するもの（１頁に掲げた①から⑥まで）は、連動性が高く、受注産業の特性から、
それぞれ、建設投資の増減によって影響を受けるものと考えられます。

各年度の建設投資の対前年度増減率（上のグラフ(1)・(1)a･ｂ）と受注状況に関するB.S.I.（③･④）の変化を対比してみると、
・バブル崩壊後の民間建設投資の落込み（1991年度）、消費税増税前の民間建設投資の増大（2013年度）と反動減（2014年度）に見られる
ように、建設投資の急激な変化がB.S.I.値の変化に反映しており、特徴が概ね呼応していること

・20世紀終わりから2000年代を通じ、政府建設投資・民間建設投資のいずれもが減少基調であったため、減少の継続により建設投資水準が
著しく低下したことが、各B.S.I.値の水準の大きな低下をもたらしたこと

が分かります。
バブル崩壊後、内需拡大策として政府建設投資が高い水準に維持された時期（1991年度ー1993年度）には、B.S.I.値（③）に反映が見ら

れませんが、公共工事への参入企業が増加（上のグラフ(2)a）していた時期であり、個々の企業において投資拡大の実感が伴わなかったと考
えられます。このように、競争環境や、投資拡大期は資材価格・労務費上昇期と重なることなど、取り巻く厳しい状況を含めて、建設企業の
意識が形成されていることが窺われます。一方、大きな増減の後の反動増減（民間投資の2009年度・2012年度等）は、基調の意識や判断に
はあまり影響しない傾向が見られます。

③官公庁工事受注状況B.S.I. ④民間工事受注状況B.S.I.
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（出典）③･④:「建設業景況調査」（再掲）
(1)・(1)a･ｂ:国土交通省「令和３年度（2021年度）建設投資見通し」

※2019・2020年度は見込み値。2015年度の値は、この年度から計上された建設補修等を除いた対前年度増減率
(2)・(2)a:国土交通省「建設業許可業者数調査の結果についてー建設業許可業者の現況（令和３年3月末現在）ー」



参考３:建設技能者過不足率※との対比

(5)a建設技能労働者過不足率（６職種計）
(5)b建設技能労働者過不足率（８職種計）
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⑨建設労働者の確保B.S.I.
（「容易」ー「困難」）×1/2

※過不足率 ＝ （確保したかったが出来なかった労働者数）ー（確保したが過剰となった労働者数）
（確保している労働者数）＋（確保したかったが出来なかった労働者数）

×100

1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

（型わく工（土木）･型わく工（建築）･左官･とび工･鉄筋工（土木）･鉄筋工（建築）の６職種）

（6職種及び電工・配管工の8職種）
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（-20）

（-30）

（10）

（20）

（30）

（40）

（50）
（出典）⑨:「建設業景況調査」（再掲）

(5)a･ｂ:国土交通省「建設労働需給調査結果」（月次）
※ 公表される過不足率の値は、「不足」が正の値となる不足率である

ことから、上のグラフでは反転させ、左目盛の（）内が対応している。

建設業景況調査の項目のうち、資材・労務の状況に関するもの（2頁に掲げた⑦から⑩まで）は、日々の変動に建設企業の関心も高く、比
較的B.S.I.値の変化が表れやすい項目となっています。好況不況を問わず資材調達難や価格高騰が発生していることが分かります（⑦⑧）。

量的な指標と考えられる建設技能労働者過不足率（上のグラフの(5)a･b）と、建設労働者の確保に関するB.S.I.値（⑨）の変化を対比して
みると、余剰・不足とその強弱の傾向は概ね一致しています。

収益に関するB.S.I.値（１頁の⑥）は、決算に現れる事業成績を先取りするというよりも、１頁に掲げたように、受注状況の認識に連動し
ているように見えます。2013年以降、⾧期低迷していた建設企業収益の回復過程において、正の値に及ばず頭打ちとなりますが、工事完成ま
でコスト増嵩のリスクを負う請負工事の特性から、資材価格・労務費上昇等を見て慎重な判断がされていることが窺われます。法人企業統計
では、建設業の売上高経常利益は、規模が小さいほど値が低い構造が見られ、近年の回復傾向においても他産業に比べ低い水準にあります。

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

(3)a完工高経常利益率（経営事項審査受審企業から全建設業復元）

(3)b売上高経常利益率（経営事項審査受審企業（大会社を除く。））

(4)売上高経常利益率（建設業全規模）

(4)a売上高経常利益率（建設業資本金1千万円未満）
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-8-参考２:決算における収益性との対比

（出典）⑥:「建設業景況調査」（再掲） (3)a･b:建設業情報管理センター（1987年度までは建設省が実施）「建設業の経営分析」 (4)･(4)a:財務省「法人企業統計」

（「増加」ー「減少」）×1/2
⑥収益B.S.I.

左目盛
（）内
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（2）
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1981-1990
（1980年代）
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2001-2010
（2000年代）
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参考４: 建設業の業況等に関する各種調査結果 ①自社の業況B.S.I. ②地元建設業界の景気B.S.I.

❶業況D.I./全規模/建設/実績 ❶a業況D.I./大企業/建設/実績

❶b業況D.I.中堅企業/建設/実績 ❶c業況D.I./中小企業/建設/実績

１）業況判断D.I./建設業/前期比

1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

建設業景況調査（再掲）・日銀短観・中小企業景況調査
(80)

(60)

(40)

(20)

(-20)

(-40)

(-60)

(-80)

(-100) （出典）①･②:「建設業景況調査」（再掲）
❶･❶a-c:日本銀行「短観（全国企業短期経済観測調査）」
１）:独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
※ 計算方法の相違から、「日銀短観」・「中小企業景況調査」は、縦軸を1/2

に圧縮して表示し、左目盛の（）内の値が対応している（以下も同様）。

建設業の業況に関する企業の意識の継続的な調査としては、「建設業景況調査」の他に、製造業、サービス業を広く対象とする「日銀短
観」・「中小企業景況調査」においても、建設業のデータが含まれ、いずれも、四半期ごとに結果が公表されています。

「日銀短観」・「中小企業景況調査」で示される業況判断指標D.I.（ディフュージョン･インデックス。B.S.I.と同様、良判断企業数･悪判断
企業数の差を指数化）は、いずれも自社の業況について前期と比較しており、「建設業景況調査」では、1993年度から調査項目に加えられた
「自社の業況（①）」が対応し、変化が概ね呼応していることが分かります。

なお、これらの調査の中では、「日銀短観」の結果が一貫して顕著にプラス方向に推移しています。これは、回答選択肢の相違によるもの
と考えられます（「良い」「さほど良くない」「悪い」の３つから回答を選択させ、「良い」回答率から「悪い」回答率を控除する方式のた
め、「やや悪い」判断に基づき「さほど良くない」を選択する回答者が多い場合、他の調査よりも「悪い」回答率が小さくなる）。

新型コロナ感染症の流行の初期（2020年6月）には、「中小企業景況調査」において他産業に比べ相対的には小さいとはいえ急激な低下を
記録しましたが、「建設業景況調査」「日銀短観」においては、そこまでの低下は示していません。建設工事現場の閉鎖の動きの広がりや影
響期間などが不透明で、回答のタイミングによっても判断が振れ、見方が大きく分かれた回であったと考えられます。

建設業特有の項目である建設資材調達や建設技能労働者確保の状況は、「日銀短観」「中小企業景況調査」にはない「建設業景況調査」独
自の項目となっています。

（「良い」ー「悪い」）×1/2 （「良い」ー「悪い」）×1/2

（「良い」ー「悪い」） （「良い」ー「悪い」）

（「良い」ー「悪い」） （「良い」ー「悪い」）

（「好転」ー「悪化」）
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好況期においても、受注B.S.I.（③-⑤）や売上額D.I.（2)a）が正の値をとりにくく負の値が基調となるのは、「建設業景況調査」だけで
なく「中小企業景況調査」においても同様であり、このことは、後者の他産業（ 2) ）を含め共通の傾向が見られます。
「建設業景況調査」における短期借入金利B.S.I.（⑭）と「日銀短観」における借入金利水準D.I.のうち、特に中小企業の値（❸c）は、類似
度が極めて高いものとなっています。これは、業況等のような選択肢の相違や主観が影響する余地が少ない項目であるためと解されますが、
その結果が基本的に合致していることは、調査相互の整合を示唆するものとも考えられます。
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⑭短期借入金利B.S.I. ❸借入金利水準D.I./全規模/建設/実績

❸a借入金利水準D.I./大企業/建設/実績 ❸b借入金利水準D.I./中堅企業/建設/実績

❸c借入金利水準D.I./中小企業/建設/実績
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（出典）③④⑤⑪⑭:「建設業景況調査」（再掲） ❷･❷a-c・❸･❸a-c:日本銀行「短観」 2)･2)a・3):独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
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グラフタイトル⑪資金繰りB.S.I. ❷資金繰りD.I./全規模/建設/実績

❷a資金繰りD.I./大企業/建設/実績 ❷b資金繰りD.I./中堅企業/建設/実績

❷c資金繰りD.I./中小企業/建設/実績 3)資金繰りD.I./建設業/前期比
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1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）
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（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

（「増加」ー「減少」）×1/2 （「増加」ー「減少」）×1/2 （「増加」ー「減少」）×1/2

（「増加」ー「減少」） （「増加」ー「減少」）
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（「楽である」ー「苦しい」） （「楽である」ー「苦しい」）

（「楽である」ー「苦しい」） （「好転」ー「悪化」）
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1981-1990
（1980年代）

1991-2000
（1990年代）

2001-2010
（2000年代）

2011-2020
（2010年代）

参考５:建設産業をめぐる主なできごと（1981-2021）

業況の急転回期 下り坂連続期 ⾧期低迷期 復活・再生期

-11-

景況調査
に現れた
建設業界
の状況

受注の大幅増による好況
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民間受注回復傾向も世界
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資材価格急騰 受注堅調・収益の回復受注減少 →
採算低下 労働力不足の常態化

金融難度の低下
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(1)a政府建設投資（兆円） (1)b民間建設投資（兆円）
(1)x建設投資構成比:政府(%) (1)y建設投資構成比:土木(%)
(1)z建設投資の対国内総支出比(%) (2)建設業許可業者数（万）
(6)建設業就業者数（十万人）

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

(7)市区町村前金払実施率

参考６:前払金制度普及･改善の進展
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※前払金実施率 ＝
全国市区町村数
前金払実施市区町村数 ※平均前払率 ＝ 前払金保証･請負金額

前払金保証･保証金額

%

顧みると、建設企業を巡る金融環境が厳しい時期もあった中、前払金制度が資金繰りを支える重要な役割を果たしてきました。地方公共団
体においては、前払率の国並みの4割への引上げの動きがあった一方、前払金に１工事当たりの限度額を設けていた例も多数あり、1980年代
後半、工事の大型化や価格上昇に伴い、平均前払率はやや低下しました。建設業界の粘り強い働きかけや市町村合併進展に伴い、市区町村の
前払金実施率はほぼ100%に達し、前払金限度額を撤廃して、国並みの「前払率４割･限度額なし」の制度の採用が着実に進展してきました。

1981-1990
（1980年代）

10年間の前払金額合計
45.8兆円

10年間の政府建設投資合計
216.0兆円

1991-2000
（1990年代）

10年間の前払金額合計
80.4兆円

10年間の政府建設投資合計
327.1兆円

2001-2010
（2000年代）

10年間の前払金額合計
50.8兆円

10年間の政府建設投資合計
204.7兆円

2011-2020
（2010年代）

10年間の前払金額合計
55.1兆円

10年間の政府建設投資合計
200.6兆円
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(8)平均前払率（全発注者）
(8)a都道府県平均前払率
(8)b市区町村平均前払率

（出典）(7)・(8)･(8)a･b:前払金保証事業会社調べ 政府建設投資は、国土交通省「令和3年度（2021年度）建設投資見通し」（前掲）による。

-12-建設投資ピーク:1992年度

建設就業者数ピーク:1997年平均

建設就許可業者数ピーク:2000年3月末
△
28
%△

21
%

ピ
ー
ク
か
ら
の

下
落

△
28
%

（出典）(1)a･b･x-ｚ:国土交通省「令和3年度（2021年度）建設投資見通し」（前掲） (1)zの国内総支出は、内閣府「国民経済計算」による。
(2):国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」（前掲）各年３月末 (6):総務省「労働力調査」各年平均


